
１職員数に関する状況　部門別職員数の状況と主な増減理由
　　　　　 区 分
部    門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由4年度 5年度

一般行政

議会 10 10 0
総務 263 246 ▲ 17 事務の統廃合
税務 63 63 0
民生 224 221 ▲ 3 事務の統廃合
衛生 82 78 ▲ 4 事務の統廃合
労働 1 1 0

農林水産 37 36 ▲ 1 事務の統廃合
商工 36 36 0
土木 106 107 1 業務増
小計 822 798 ▲ 24

特別行政
教育 152 154 2 業務増
消防 196 198 2 業務増
小計 348 352 4

普通会計 1,170 1,150 ▲ 20

公営企業等

水道 26 26 0
下水道 22 23 1 業務増
その他 63 61 ▲ 2 事務の統廃合
小計 111 110 ▲ 1

合計 1,281 1,260 ▲ 21

２　職員の給与に関する状況
 （１）人件費の状況（普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口
（Ｒ4年度末）

歳出額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費率
（B/A）

前年度
人件費率

4年度 人  
155,281

千円
67,798,603

千円 
4,223,632

千円  　
11,821,115

%
17.4

％　　 
  16.0

※ 人件費 （B） には、 職員給料・手当のほか、 事業費支弁職員人件費、 議員、 各種委員、
特別職の給与、 報酬が含まれています。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

区分 職員数
（Ａ）

給与費 1人当たり給与費
（Ｂ /Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

5年度 1,175 千円
4,643,200

 千円
965,604

 千円
1,861,450

千円
7,470,254

千円
     6,358

※ 1． 職員手当には、 退職手当を含みません。 2． 給与費は、 当初予算計上額です。

（３）職員の平均給料月額及び平均年齢（令和5年４月１日現在）
平均給料月額 平均年齢

一般行政職 332,016 円 43.3 歳
技能労務職 284,527 円 56.4 歳

※ 1． 一般行政職とは、 戸籍、 年金等の受付や福祉、 経理等の業務に従事する事務職員と土木建

　　　　 築等の設計監理業務などに従事する技術職員です。

    2． 技能労務職とは、 自動車運転手、 用務員や道路補修作業員などです。

（４）職員の初任給の状況（令和5年４月１日現在）
区　分 給料月額

一般行政職 大 学 卒 185,200 円
高 校 卒 154,600 円

技能労務職 高 校 卒 146,900 円
※一般行政職には行政職給料表が、 技能労務職には技能労務職給料表が適用され、 異なった給与

　 体系になっています。

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和5年４月１日現在）
区　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 255,814 円 340,011 円 373,588 円 393,643 円
高校卒 － － 357,200 円 376,057 円

※経験年数とは、 卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、 採用後の年数をいいます。

（６）行政職給料表適用職員の級別職員数の状況（令和5年４月１日現在）
区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計
標準的な
職務内容 主事 主事 主任 係長

主査 副主幹 課長
補佐 課長 部長

職員数 56 169 172 308 128 82 78 17 1,010
構成比 5.6% 16.7% 17.0% 30.5% 12.7% 8.1% 7.7% 1.7% 100.0%

（７）　職員手当の状況（令和5年４月１日現在）
手当の種類 支給額等

扶養手当

支給対象者
（1） 配偶者   
（2） 満 22歳に達する日以後の最初の３月31日
　　までの間にある子、孫及び弟妹
（3） 満 60歳以上の父母及び祖父母
（4） 重度心身障がい者 
支給額（月額）

配偶者　　　　 6,500円
子 1人につき10,000 円　　

父母等 1人につき6,500円
満 16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子

1人につき　
5,000円加算

地域手当
支給対象者　全職員
支給額　（給料月額+管理職手当+扶養手当）×支給割合
支給割合は３％

住居手当

支給対象者
住宅を借り受け、月額16,000 円を超える家賃を支払っている
職員
支給額（月額）

借　家 28,000 円以内

通勤手当

支給対象者
（1）交通機関等を利用する職員
（2）自動車等を使用する職員
支給額（月額）
交通機関等利用 55,000 円以内
自動車等使用

（通勤距離に応じ）
2,000円から　　
31,600 円まで　　

時間外
勤務手当

正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
・勤務日における時間外勤務１時間につき
  当該職員の時間単価×125／ 100 
・週休日における時間外勤務１時間につき
  当該職員の時間単価×135／ 100 
・午後 10時から翌日の午前５時までの間である場合は、
  その割合に 100分の 25を加算した割合

期末手当
勤勉手当

期末手当 勤勉手当 計
　６月期 1.20 月分 1.00 月分   2.20 月分
１２月期 1.20 月分 1.00 月分   2.20 月分
計 2.40 月分 2.00 月分  4.40 月分

勤勉手当の支給月数（管理監督職を除く）は、成績標準者に係る
ものです。（職制上の段階、職務の級等による加算措置有）

退職手当

勤続年数 支給率
自己都合 応募認定・定年

勤続20年  19.6695月分  24.586875月分 
勤続 25年  28.0395月分  33.27075月分
勤続 35年  39.7575月分  47.709 月分
最高限度額  47.709 月分  47.709 月分

定年前早期退職特例措置として、2～ 45％の加算があります。

（８）特別職の報酬等
区分 報酬等月額
市長 1,020,000 円
副市長 840,000 円
教育長 680,000 円
議長 535,000 円
副議長 465,000 円
議員 420,000 円

※市長は令和 5 年 4 月 1 日から報酬等月額の 10％を減額しています。

※副市長は令和 5 年 4 月 1 日から報酬等月額の 10％を減額しています。

※教育長は令和 5 年 4 月 1 日から報酬等月額の 5％を減額しています。

３　公平委員会の業務の状況
（１） 勤務条件に関する措置の要求の状況　　　　該当なし

（２） 不利益処分等に関する不服申し立ての状況　該当なし

（３） 職員からの苦情の処理の状況

相談事案数 0件
処理件数 0件

■栃木市人事行政の運営等の状況（概要）
栃木市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、令和４年度の栃木市の人事行政運営等の状況について、次

のとおり公表します。詳細については市ホームページに掲載しています。   　　　　　問 総務人事課 ☎（２１）２３５１

市道の高さ制限について
市道1012号線とスマートＩＣの立体交差部は、2.8ｍ
の高さ制限となります。事前に車両の高さをご確認い
ただき、通行の際にはご注意をお願いします。

名　　称　都賀西方スマートインターチェンジ
設置箇所　位置：東北自動車道都賀西方ＰＡ（上下線）
　　　　　に接続（出入口は国道２９３号に接続）
　　　　　所在地：栃木市都賀町富張・西方町元地内

運用時間　24時間利用可能
利用形態　一旦停止型
対象車種　ＥＴＣ車載器を搭載した全車種

東北自動車道に「都賀西方スマートインターチェンジ」が開通します

　栃木市および東日本高速道路株式会社関東支社（埼玉県さいたま市）が整備を進めてきた、都賀西方スマートインター
チェンジ（スマートＩＣ）が令和５年９月10日（日）１５時に開通します。地域の活性化や救援活動・救急医療機関
への時間短縮等の整備効果が期待されます。

2023.9.10（日）15時開通2023.9.10（日）15時開通

スマートＩＣの利用方法
スマートＩＣはＥＴＣ専用のＩＣです。 
・ご利用にあたっては、ＥＴＣ車載器にＥＴＣカードを挿
入して通行してください。 
・スマートＩＣの開閉バーの前では、必ず一旦停止してく
ださい。 
・都賀西方スマートＩＣは現地に係員がおりません。開閉
バーが開かない等のトラブル時は、車線にあるインターホ
ンをご利用ください。

問 道路河川整備課　☎ (21)2786
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